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１．はじめに 

 

環境モデル都市、公設民営、バッテリートラム等のキ

ーワードに彩られ、期待を集めていた堺市東西鉄軌道事

業（以下、堺市ＬＲＴ東西線計画と称する）であったが、

阪堺線の再生活用も、注目点の一つであった。開業から

一世紀、疲弊の色濃い既存路線がＬＲＴとして脱皮し、

沿線市街地と共に復興する姿を多くの人々が確信し、本

邦ＬＲＴ発展への夢を託していた。 

しかし、2009年秋、新市長の就任によりＬＲＴ計画は

中止となり、阪堺線は一転、危急存亡の淵に立っている。

堺市では何が起こっていたのか。阪堺線はどうなるのか。

これまでと正反対の立場から、この町は内外の関心を集

める存在となってしまった。 

本稿では、昨秋以降の市政変動を踏まえながら、堺市

と阪堺線の状況の概観を試みる事としたい。また地元で

は阪堺線廃止への危機感が高まってきている。残り時間

も僅かな中、漸く勃興し始めた阪堺線存続と再生に向け

た活動についてもご紹介し、議論を深める一助としたい。 

 

２．ＬＲＴ東西線中止までの動向 

 

（１）堺市東西鉄軌道前史 

大阪府南部における東西方向鉄軌道の敷設計画は古く

から数多く存在していた。その萌芽と思われるものは19

世紀末に確認される。大和川付近から奈良方面に向かう

路線で、大阪－堺間の路線建設中の阪堺鉄道（南海鉄道

の前身）が、以後の延伸対象として、和歌山への南下案

と並行して検討していたものと考えられる1)。  

堺市制の確立後（1889）、南海鉄道によって立案され

公文書で確認できるものには、堺東－高田（奈良県）間

新線2) 、堺市内循環軌道等3)の例がある。共に大正末期 
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の計画で、前者は竹内街道に沿ったヘビーレールによる

都市間鉄道、後者はトラムとして阪堺線・大浜線と連携、

堺市内における南北・東西複数の路線網形成を企図した

ものであった。 

 これまで堺市内で実存した東西方向の路線には、阪堺

線の支線として存在した大浜線（1912開業）がある。阪

堺線宿院から西へ分岐し、当時の海浜行楽地である大浜

へ通じるもので、短距離（1.4km）の観光路線との印象

が強いが、同線は途中、龍神（現堺駅付近）において南

海本線と結節、当時市街部の東西幅が狭小（2km程度）

であった堺市内において、東西鉄軌道としての性格も備

えていた。 

 この大浜線は戦災による行楽地消滅の後、宿院－大浜

北町（堺駅付近）間で運転されていたが、道路拡張（大

阪中央環状線）に伴い運行を休止（1949）した。道路工

事完了後はトラム形式で復旧の予定4)であったが、休止

中に堺市臨海地区の開発計画が決定。近鉄南大阪線の堺

延伸計画も浮上する中、ヘビーレールでの東伸が検討さ

れたため休止状態が継続した。結局南海、近鉄ともに計

画は具体化に至らず、南海軌道線の分社化を前に大浜線

免許は整理（1980）された。 

 この南海、近鉄の競願による東西鉄道計画の他、堺市

では高度成長期以降、モノレール、ミニ地下鉄様々なプ

ランで東西交通の整備が検討されていたが、いずれも決

定打とは成りえなかった。 

 1994年、堺市公共交通懇話会提言「堺市における鉄軌

道のあり方について」を基本に、ＬＲＴを用いた東西鉄

軌道計画が検討開始され、1999年には導入可能性の調査

を開始、2003年には堺市公共交通懇話会提言「東西鉄軌

道の実現に向けて」5)がまとめられた。以降堺市では、

具体的にＬＲＴ計画が進められて行く事となる。  

 

（２）ＬＲＴ東西線計画の概要 

 2003年当時、検討対象とされていた区間は、以下の３

路線に大別される。 

 

 a）南海本線堺駅－南海高野線堺東駅 

 市内２大拠点駅（南海本線堺駅、同高野線堺東駅）

を結び、併せて旧市街地地区、堺東地区の再開発に寄



与する路線。 

 b）高野線堺東駅－ＪＲ阪和線堺市駅 

 堺東地区と、市内ＪＲ拠点駅である堺市駅を結節す

る路線。同駅周辺も、市の再開発重点地区との位置づ

けがなされている。 

 c）南海本線堺駅－臨海地区 

 臨海地区活性化に寄与するものとして盛り込まれた

路線。臨海部では長らく新日本製鉄が盛業を続けてい

たが、近年の規模縮小により再開発の必要に迫られて

いた。 

 

 基幹区間となる堺駅－堺東駅間は、大小路筋を念頭に

検討が重ねられ、併せて市内既存の阪堺線（阪堺電気軌

道）活性化も勘案、同線との相互直通、一体運営が計画

された。ＬＲＴ検討当初、将来構想的に位置付けられて

いた臨海区間は、シャープ誘致、サッカートレーニング

センター建設等の堺浜開発進展により、具体的なものと

して計画が進められていった。阪和線堺市駅までの区間

については、途中存在する南海高野線との交差箇所など

の課題により、当面は検討を継続するものとされた。 

 2008年に入り、堺市は東西鉄軌道基本計画案を発表し

た6)。その骨子は以下のとおりであった。 

 

a）大小路筋（新設）：堺東駅前―堺駅前間 

 堺市２大拠点駅を結節。経路は市内のシンボルロード

として位置付けられている大小路筋。途中大小路電停に

て交差する阪堺線と相互直通を実施。堺東駅側は複線片

寄せ、以西区間は上下線其々を両側歩道に寄せる。 

 延長1.7Ｋｍ。電停6箇所。事業費85億円。2010年度末

の開業を目標 

 

b）阪堺線（ＬＲＴ化）：我孫子道―浜寺駅前間 

 阪堺電気軌道が既存施設を堺市に無償譲渡、堺市がＬ

ＲＴ化（軌道改修、電停バリアフリー化、車両のＬＲＶ

化）を実施。我孫子道―堺東駅前間と浜寺駅前―堺東駅

前間で直通運転。 

 延長7.9km。事業費60億円。堺駅前―堺東駅前間開業

と同時実施予定。 

 

c）臨海方面（新設）：堺駅前―堺浜間 

 臨海海浜部から南海本線堺駅に至る路線。大阪臨海線

道路等に沿い、高架区間を含む複線軌道を新設。 

 延長5.2km。電停7カ所。事業費280億円。堺駅前―堺

東駅前間に続き、早期の開業を目標。 

 

d）共通 

 公設民営方式を採用。架線レスの導入を検討。地元説

明会にて市民の意見を募った後、計画決定。国の計画認

定を経て着工。 

 運行主体は、大小路筋・阪堺線は南海電鉄と阪堺電気

軌道による共同事業体。臨海区間は未定。 

 

（３）合意形成の難航 

 基本計画の発表を受け、事業は住民説明の段階に移行。

合意形成に至るまでの経緯はＬＲＴ導入へのハイライト

とも言えるものであり、堺市においても、漸うその段階

に至ったものと考えられた。早い段階から計画に疑問を

示す市民の存在も報じられたが、これはＬＲＴ導入に伴

う定型的な反応と受け止め、むしろ、その後の展開にこ

そ注目したいとの視点も存在した7)。しかし事態は容易

に進展を見せず、次第に状況は険しいものとなっていっ

た。合意形成段階における堺市ＬＲＴ計画の問題点とし

て下記のものが指摘される。 

 

a）基本計画とパッケージの脆さ＝「ＬＲＴのある交通

政策」とは 

 交通手段としての側面が強調され過ぎた。堺市におけ

る東西交通軸の必要性は多くの市民も認めるところであ

ったが、昨今のＬＲＴ計画に必須である、まちづくりツ

ールとしての視点を感じさせる事ができなかった。また

交通機関としての観点からも、市内全体の交通パッケー

ジを提示しきれなかった。堺市では「堺市の交通ビジョ

ン」8)等の有為なプランも発表（2008年）されてはいた

が、ＬＲＴを含めた様々な試みが、市民にとってリアル

なものとして認識できる状態にはなかった。 

 

b）官民交流と情報開示の不足＝「ＬＲＴを作る合意形

成」とは 

 市側からの正式な発表がなされないまま、報道が先行、

既成事実化される事例が多かった。堺駅－堺東駅区間で

のルート選定（大小路）、軌道敷設形態（サイドリザベ

ーションと道路の一方通行化）はその例で、住民の違和

感、唐突感を増幅してしまう面が少なからず存在した。

堺市ではその市勢拡大の経緯から、市内全域の住民理解

を得てプロジェクト推進を図ることは極めて困難な特性

があり、直接に利害の発生する住民を対象に折衝を実施、

基本同意を得られてから発表を行うケースが常用されて

きた。その手法には一定の効果があったものと理解でき

るが、ＬＲＴは事業としての規模が大きく、また一般の

関心も高い事から、個別対処的な方法には限界があった

と考えられる。粘り強く住民と折衝を続ける一部の担当

者の姿も見られたものの、全体的に鉄軌道担当部門と市

民・住民間での接点は多かったとは言えず、双方に必要

な情報がもたらされない状態のまま、ハード面の検討が

粛々と進められてしまった感がある。ＬＲＴ計画発表当

初、この事業に対する市民間の反応は決して悪いもので



はなかっただけに、その期待感を追い風にできなかった

事が残念である。 

 

c）リーダーシップとクロスセクションの欠如＝「ＬＲ

Ｔを実現する市役所」とは 

 市民の疑問に向き合えない事例が多かった。ＬＲＴと

は何か、なぜいまＬＲＴなのか。ＬＲＴ計画の初期、市

民の多くが感じるこの疑問に対し、明確かつ真摯に回答

するだけの材料が、行政自身の中に行き渡っていなかっ

た感は否めない。ＬＲＴ導入と成功への過程には、市役

所内外の様々な部門、機関の理解と協力が必要な案件が

多数存在する。鉄軌道担当部門のみの努力による解決は

不可能であり、全庁体制での展開が当然に要求されるが、

堺市においては、その体制が確立できていなかったと言

わざるを得ない。他部局の応援が得られず、担当者自身

が自信をもって説明できる状態にないプロジェクトを成

功させるのは、一般論としても困難であったと思われる。

このような局面では、市政のトップが先頭に立ち、事業

そのものの意義について、また庁内体制の確立について、

強力なリーダーシップを発揮する事が望まれるが、堺市

ではそのような展開は見られなかった。膨大な市政業務

を抱える庁内では、個々のプロジェクトは担当部局に委

ねる伝統が存在したものと思われる。当該部門が軌道法

における公設民営システム実現への働きかけ等の成果を

残した事も事実であるが、節目においてはいま少し、ト

ップの陣頭指揮ぶりを見せてもらいたかったと惜しまれ

てならない。 

 

d）混同された３区間の性格＝「路線毎のＬＲＴ特性」

とは 

 ＬＲＴ３区間（大小路、阪堺線、臨海）の、各々の異

なった特質が理解されず、短所が混同、強調されてしま

っていた。大小路筋では線路敷設形態の身近さが沿道に

危険であるとの評判が出る一方、臨海方面では道路事情

から生じた高架区間が住民不在であるとの指摘が出され

た。路線毎の性格を明確に把握し、その長所をアピール

すると共に、他区間で懸念される短所が、当該区間では

当てはまらない事実を確実に伝えられなかった事は、Ｌ

ＲＴのマイナス面のみを強くイメージさせ、市民間の疑

問を深める結果につながった。 

 

 これらのウイークポイントが相互に増幅され、ＬＲＴ

という聞きなれない横文字に対する懐疑論が次第に高ま

っていった。「バスで十分」「必要なのは高速鉄道」

「シャープのための路線」「阪和線との結節を先に」

「採算が取れない」「電気バスの方が効果的」「自動車

に不便を強いる」「ＬＲＴを敷いてもエコにはならな

い」「役所が勝手にしている事業」「堺区（沿線）のた

めだけの事業」「衛星都市に中心部は必要ない」「自分

達の税金はもっと有意義に使え」・・・。時に矛盾し相

反する疑問の噴出に、萎縮し立ちすくむ市当局の姿勢は、

強硬なＬＲＴ反対派の好餌となった。特殊な策動家とも

思われる一部市民の活動が活発化する中、堺市は2009年

秋の市長選挙戦に突入する事になる。 

 

（４）理念なき争点化 

「大小路にＬＲＴは不要 あのような短距離は歩け

ばよい」。大阪府の人気知事、橋下徹氏の支援を受けて

出馬した竹山修身氏は、公示第一声でこのように発言し

た。ＬＲＴに限らず、あらゆる施策に賛否は付き物であ

り、誰もがＬＲＴ賛成論者である必要は全くない。しか

し事業反対の立場から争点化するにあたっては、その理

由と背景、さらに対案となるべき自己の施策を、明確な

裏づけと共にアピールする事が望まれる。市内の東西交

通網はどう考えるのか、市街地再開発はどうするのか、

衰弱激しい阪堺線の今後をどう見据えるのか。東西鉄軌

道計画の是非が大きな争点となったはずの選挙戦で、候

補者から具体的な対案が示される事はなく、阪堺線の存

廃問題に至っては一切話題にも上らなかった9)。日毎に

加速、熱狂する橋下ブームの嵐の中、争点そのものが、

次第に市民の意識からも薄れていった感さえあった。今

回の堺市長選は人気知事の庇護の下行われた、非常に特

殊なものであったと感じられる。竹山氏はＬＲＴに反対

していた。その竹山氏が当選した。これらは間違いの無

い事実であるが、「ＬＲＴ反対派市長の当選により事業

中止」、一般的に用いられるこの表現には、いささか違

和感を禁じえないのが地元にあっての率直な印象である。 

 おそらく竹山氏が当選されるのであろう。以後、堺市

の交通行政は相当に混乱するのであろう。当選されたご

本人も、大変な苦労をされるのであろう。選挙戦終盤に

感じていた予想は、残念ながら、ほどなく的中してしま

う事になる。 

 

３．阪堺線支援への方向性 

 

 新市長着任から約半年、激動する堺市の交通行政の動

きを概観してみたい。流動的な状況は継続しており、新

たな動きが生じる可能性がある点をご承知おき願いたい。 

 

（１）交通問題の難しさ 

 竹山市長は当選直後の報道取材に対し、大阪市営地下

鉄四つ橋線、大阪市営ニュートラムの堺延伸構想等を開

陳した。ＬＲＴ中止の対案として自身の交通政策を披露

したものの、平松大阪市長からは、建設費負担に関して

極めて冷静な反応が示されると共に、市民、内外の交通

有識者から手厳しい意見が寄せられた。また阪堺線に関



しては就任後の会見で「私は阪堺線のファン」と述べ、

その存続を願う姿勢を見せたものの、ＬＲＴ計画に派生

する公有民営には否定的見解を示し、事業者がＬＲＶを

導入してくれるなら歓迎する等と発言10)、事態の文脈を

把握できているのかとの疑問を周囲に生じさせた。市民

間においても同様な状況が見られ、東西鉄軌道反対活動、

あるいは阪堺線存続活動を行ってきた一部市民の中から、

ＬＲＴ計画の中止が阪堺線の存廃問題に直結するとは、

夢想だにしなかったとの狼狽が感じられた。 

 

（２）困惑する庁内、そして事業者 

 これまでＬＲＴ事業を進めていた堺市役所内では、新

市長当選により関連業務が完全にフリーズした。議会に

提出するＬＲＴ関連予算削減案の策定過程で、阪堺線軌

道改修費用（国土交通省からの補助金）までもが削減対

象に含められてしまった事例は、この時期、庁内が混乱

の極みにあった事を物語っている。 

 市長の迷走と庁内の混乱が伝えられる一方、ＬＲＴ事

業の当事者（経営予定者）である南海・阪堺に対しては、

市長選以降、堺市側から正式な接触が行われていなかっ

た。12月末に至り、南海・阪堺が堺市役所を訪問、窮状

と早期対応を訴えた。市側の対応にしびれを切らしての

動きと考えられる11)。 

 市議会では年末、ＬＲＴ関連予算削減案を含む予算案

を反対多数で否決したが、年初議会での再議にあたり同

案を可決（調査費300万円のみ確保）。ＬＲＴ計画は実

質的に消滅した。これを受けて堺市側は南海・阪堺と二

度の会談を持ち、東西線計画中止、ＬＲＴ経営予定者解

除、公有民営化撤回を通知した。南海・阪堺は阪堺線堺

市内区間への対応として、2010年度暫定措置と中長期的

な対策協議の要望を行い、同時に｢堺市内の本来あるべ

き公共交通体系と、街づくりの方針｣、｢阪堺線やバスな

どの公共交通の位置づけ｣の明示を求めた12)。 

 

（3）期限切迫と復興の胎動 

 事業者側の申し入れを受け、また内外から批判の声も

高まる中、堺市は年頭、阪堺線堺市内区間の存続や東西

鉄軌道整備などについて検討する庁内委員会と、専門家

によるチームを設置すると発表した13)。南海・阪堺側で

は、阪堺線堺市内の存廃結論を９月に決定し、その判断

は６月末までに提示されている材料をもとに行うと表明

しており、スピード感のある対応が要求されている。 

 堺市では4月、市民利用者を対象にした阪堺線活性化

提案の公募も実施、意見の取りまとめを進めている。市

内では商工会議所が「阪堺線存廃問題」「堺市の総合的

な公共交通」「都市計画」の３項目に対し提言の意向を

表明する等の動きが見られている。 

 事業者側にあっては、阪堺電気軌道が自社サイトにお

いて「阪堺線堺市内の現状について」14) 、「阪堺線

（堺市内）の存続に向けた支援策について」15) の２編

による異例の資料開示に踏み切り、公設民営を中心とし

た支援策の具体化を訴えた。また南海電鉄グループでは

「Ｉ Ｌｏｖｅ チン電キャンペーン」を展開し、内外

メディアを通じ阪堺線の利用促進、理解向上を図る活動

が実施されている（９月末まで継続予定）。 

 

４．阪堺線存続再生活動 

 

（１）阪堺線存続検討ワーキンググループの形成と提言

書の提出 

2010年2月、阪堺線存続検討ワーキンググループ（以

下、ＷＧ）は、「阪堺線再生プラン」提言書をまとめ、

堺市市長、堺市議会正副議長に提出すると同時に関係各

所、市内各報道機関にも発表を行った。 

このＷＧは、堺市に何らかの縁を持つ市民、交通利

用者等によって構成。環境、商工、交通、まちづくり等

の観点から行動していた各々が次第に知己を得、「公共

交通中心のまちづくり」について、従前より討議を行っ

ていたものである。2009年夏以降、堺市内における情勢

の変化に伴い阪堺線存廃問題が急浮上する中、同線が持

つ重要性と可能性を広くアピールする必要があるとの思

いを強くしたメンバーは、市民集団としての活動を決意、

テーマを「阪堺線再生」に絞って議論を重ね、その結果

を提言書として関係各所に発表するに至った次第である。 

 

（２）模索の中で活動開始 

ＷＧは「阪堺線再生プラン」提言書16)発表を嚆矢とし

て、その存在を明らかにし、対外的な活動を開始した。

阪堺線利用者や沿線住民へのアピール、協働活動はもと

より、ＷＧ自身の組織構築も、これ以降の作業となった。 

一般的な路線存続活動では、まず組織を作り、内外での

活動基盤を整えた上で提言書等を作成、外部に発表する

形が通例と思われる。この逆転した行動の順序に、2009

年秋以降の阪堺線存廃問題が持つ特殊性が如実に表れて

いるものと自己分析している。 

市長選直後の沿線には、一部ながら強硬に存在した

ＬＲＴ不要論の影が色濃く残っており、阪堺線存続論、

公共交通活性化論も、ともすれば旧体制復古派、旧ＬＲ

Ｔ推進派であると誤解され、無用なバッシングを受ける

雰囲気があった。この状況下、「まず阪堺線」を限定対

象とし、具体的かつ一定の説得力を有する活動である事

をアピール必要があったものである。本邦における公共

交通存続活動の流れの中でも、非常に特殊な局面からス

タートした活動であった事を、ご拝察いただければ幸い

である。 

 



（３）主な活動内容 

これまでに実施、または実施予定の主な活動には、

下記の様なものがある。 

 

a）阪堺線存続危機訴求ポスター掲示（2010年3月） 

阪堺電軌のご理解を受け、全電停に掲出。また地元

団体、市民の協力で、沿線の多数箇所にも掲出。 

 

b）沿線美化活動（同年3月） 

堺市内（大小路－宿院）にて実施。阪堺電軌のご協

力を得、電停、線路敷、沿道の清掃を実施。短期間の

告知ながら150人以上の市民・利用者が参加。竹山市

長にもご参加いただいた。 

 

c）電車内ワークショップに参加（同年3月） 

都市創生交通ネットワーク＠関西(ＫＯＡＬＡ)主催

の行事に参加。阪堺の貸切電車内で、伊藤による貴志

川線再生事例の紹介、各地の公共交通支援者との討議

を行い、交流を深めた。 

 

d）堺市市民提案に応募（同年4月） 

堺市公募による阪堺線活性化提案に多数の案を提出。

庁内幹部、有識者チームに説明を実施。 

 

e）近畿弁護士会との意見交換（同年4月） 

 公共交通優先のまちづくりを提言17)｢2002｣している

近畿弁護士会メンバーと意見交換を実施。 

 

ｆ）障がいをお持ちの方々との意見交換（同年5月） 

 障がい者の方が中心として構成されている「大阪

にＬＲＴを走らせる会」18)メンバーと、交通権の観点

を中心に意見交換を実施。 

 

ｇ）沿線美化活動（同年5月） 

第二回目は清掃範囲を拡大（花田口－御陵前）。今

回は在大阪フィリピン領事館の資材協力を得、電停上

屋の再塗装も実施。 

 

ｈ）第10回路面電車サミット出席（同年5月） 

全国路面電車愛好支援団体の一員として、堺市内を

中心とした阪堺電軌の現況を報告。存続活動への支

援を要請。 

 

ⅰ）阪堺路面電車まつり参加（同年6月）＝予定＝ 

 阪堺電軌のご協力のもと、恒例の同社車庫公開行

事にブース出展。現況報告と存続活動支援を要請。 

 

この他、ＷＧメンバー、内外協力者を交えての討議

を月2～5回程度開催。また沿線内外の市民グループへの

活動趣旨説明を随時（これまで100回以上）行っている。 

 

（４）タイムリミットが迫る中で 

「走りながら考えよう」と言えば聞こえは良いが、

立ち上げ当初から苦労が続いている。報道機関の対応も

その一つで、提言書発表直後の記者からの質問には、か

なり厳しい視点のものも含まれていた。市政変動直後に

現出した、代表者さえ未確定の市民団体であった事を思

えば仕方ない話であるが、このような経験を重ねてゆく

毎に、次第に組織としての体裁が整ってきているのも事

実である。 

 堺市長はじめ市議会、市当局、また南海電気鉄道、阪

堺電気軌道の各関係者からは好意的な反応を得られ、早

い段階からＷＧ活動に協力をいただけたのは幸いであっ

た。そもそも提言書に記載された内容は、必ずしも特異

なものではなく、地域市民の生活、まちづくりの中にお

ける公共交通のあり方に関して、本来あるべき形と思わ

れる項目を、阪堺線をテーマとして提示したものと考え

ており、当事者に近い立場の方には、何ら違和感なく受

け止めていただけたものと解釈している。 

提言書発表当初、問合せの多かった阪堺線廃止時の

損失金額（約4億8千万円）は、伊藤が南海貴志川線存廃

問題発生時に用いた手法19)を援用し、ＷＧメンバーによ

って算出したものである。問合せに対しては、実績ある

算定方法に則り、確実な項目のみを控えめに算出してい

る旨を伝え、概ね納得いただけたと考えている。 

市内外の様々な団体、組織との連携を図り、討議の

機会を重ねる度、周囲からの反応も良好なものが増えて

きた。沿線美化活動等では市民から激励を受ける事も多

く、暗中に光を見出す思いを受けている。事業者の決断

期限が刻々と迫る中、打つべき手、優先すべき策を模索

する日々が続いている。 

 

５．おわりに 

 

ＷＧの対外活動開始から約３ヶ月。阪堺線存続に向け

た動きは、僅かずつながらも活発化していると感じてい

る。絶望的と思われた昨秋の状況を思えば、望みを託す

余地が増えてきたと思いたいところであるが、依然とし

て予断が許される状況にはない。まずは６月末、次いで

９月末を一つの目途とした上で、広く内外の理解を得ら

れる活動を息長く続けていきたいと考えている。諸兄の

ご理解、ご支援を賜りたく、ここにお願い申し上げる次

第である。 
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